
相模原市障害者等日中短期入所事業実施要綱 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平

成１７年法律第１２３号。以下「法」という。)第７７条第３項の規定に基づく地域生

活支援事業のうち、地域生活支援事業実施要綱(平成１８年８月１日障発第０８０１０

０２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知「地域生活支援事業の実施につ

いて」)に規定する日中一時支援事業として実施する相模原市障害者等日中短期入所事

業(以下「日中短期入所事業」という。)の実施について、必要な事項を定めるものと

する。 

(実施主体等) 

第２条 日中短期入所事業の実施主体は、相模原市とする。 

２ 市長は、日中短期入所事業の全部又は一部を、適切な事業運営を行うことができる

と認める社会福祉法人等に行わせることができる。 

３ 前項の規定により日中短期入所事業を行う者(以下「指定日中短期入所事業者」とい

う。)は、当該事業を行う事業所(以下「指定日中短期入所事業所」という。)ごとに市

長から指定を受けなければならない。 

４ 市長は、前３項の規定にかかわらず、地域の事情に応じて社会福祉法人等に委託す

ることにより当該事業を実施することができるものとする。 

(実施の方法)  

第３条 日中短期入所事業は、日中一時支援事業の給付により行うものとする。 

(事業の内容等) 

第４条 日中短期入所事業の内容は、障害者又は障害児(以下「障害者等」という。)を

一時的に預かることにより、障害者等に日中活動の場を提供し、見守り及び社会に適

応するための日常的な訓練等を行うものとする。 

(対象者) 

第５条 日中短期入所事業の対象者は、本市が援護の実施を行う次の各号のいずれかに

該当するものであって、日中において監護するものがいないため、一時的に見守り等

の支援が必要であると市長が認めたものとする。ただし、精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律(昭和２５年法律第１２３号)又は感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律(平成１０年法律第１１４号)の規定により医療機関等へ収容さ

れるべき者及びその他市長が日中短期入所事業の利用が適当でないと認める者は除く

ものとする。 



（１）身体障害者福祉法(昭和２４年法律第２８３号)第１５条第４項の規定により身体

障害者手帳の交付を受けている者 

（２）療育手帳制度要綱(昭和４８年厚生省発児第１５６号厚生事務次官通知「療育手帳

制度について」)若しくは相模原市療育手帳に関する規則(平成３０年相模原市規則

第６８号。以下「規則」という。)第５条第１項に基づき療育手帳の交付を受けてい

る者又は児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号)第１２条第１項に規定する児童相

談所若しくは知的障害者福祉法(昭和３５年法律第３７号)第１２条第１項に規定す

る知的障害者更生相談所において知的障害であると判定された者 

（３）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定により精神障害

者保健福祉手帳の交付を受けている者又はこれに準ずる者 

（４）障害支援区分又は短期入所の単価区分が１以上であり、法第４条第１項に規定す

る治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものに

よる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者 

 (給付額等) 

第６条 日中短期入所事業の給付額は、別表第１に掲げる単位に、１０円を乗じて得た

額（以下「合計額」という。）から第１２条に規定する利用者負担額を控除した額とす

る。 

２ 食事提供体制加算は、第１１条に規定する利用者のうち障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障

害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成１８年厚生労働省告示第５

２３号)別表に規定する低所得者等であるものに対して、指定日中短期入所事業所に従

事する調理員による食事の提供であること又は調理業務を第三者に委託していること

等当該指定日中短期入所事業所の責任において食事提供のための体制を整えている当

該指定日中短期入所事業所において、食事の提供を行った場合に、１日につき別表第

１に掲げる単位数を加算する。 

３ 送迎加算は、指定日中短期入所事業所において、第１１条に規定する利用者に対し

て、その居宅と指定日中短期入所事業所との間の送迎を行った場合に、片道につき別

表第１に掲げる単位数を加算する。ただし、他の障害福祉サービス事業に係る送迎サ

ービスを受けた者は除くこととする。 

(給付の申請) 

第７条 日中短期入所事業を利用しようとする者又はその扶養義務者等は、障害福祉サ

ービス等支給(変更)申請書兼所得区分申請・減免等申請書に住民基本台帳法(昭和４２



年法律第８１号)第６条に規定する住民票に記載されている世帯の所得等を証する書類

を添えて、市長に提出するものとする。 

(給付の決定等) 

第８条 市長は、前条に規定する申請があった場合において、給付する決定をしたとき

は介護給付費･訓練等給付費等支給決定通知書により、給付しない決定をしたときはそ

の旨を申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により給付する決定をしたときは、障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律等の施行に関する規則(平成１８年相模原市規則第

１１０号)第３条第５項に規定する障害福祉サービス受給者証(以下「受給者証」とい

う。)を障害者等に交付するものとする。 

(利用の有効期間及び更新申請) 

第９条 前条第１項の規定による給付の決定の有効期間は、支給決定を行った日から当

該日が属する月の末日までの期間と、１月間から１２月間までの範囲内で月を単位と

して市長が定める期間を合算して得た期間とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、給付の決定を行った日が月の初日であるときは１月間か

ら１２月間までの範囲内で月を単位として市長が定める期間とする。 

３ 障害者等が有効期間満了後も引き続き日中短期入所事業を利用しようとするときは、

有効期間満了日の１月前までに第７条に規定する申請を行わなければならない。 

(受給者証記載事項の変更) 

第１０条 障害者等は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに受給者証記載

事項変更届に受給者証を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１）障害者等の住所、世帯の所得状況等が変わったとき。 

（２）給付決定の内容の変更を求めるとき。 

（３）障害者等の心身の状況の変化により第７条に規定する申請の内容に変更が生じた

とき。 

(利用方法) 

第１１条 第８条第１項に規定する給付の決定を受けた障害者等(以下「利用者」とい

う。)は、日中短期入所事業を利用しようとするときは、受給者証を指定日中短期入所

事業所に提示し、当該事業所と日中短期入所事業の利用に係る契約をしなければなら

ない。 

(利用者負担) 

第１２条 利用者又はその扶養義務者等は、当該事業を利用したときは、当該事業に要



した合計額の１００分の１０に相当する額(１円未満の端数は切り上げるものとす

る。)を当該事業を行った指定日中短期入所事業者に支払うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、同一の月における前項の規定により算出した額の合算額

(当該事業を利用した指定日中短期入所事業者が２以上の場合においては、それぞれの

事業者について前項の規定により算出した額の合算額とする。)が別表第２に掲げる額

(以下「負担上限月額」という。)を超えるときは、利用者又はその扶養義務者等が指

定日中短期入所事業者に支払う額の合算額は、負担上限月額の金額とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、別表第２の１の項、２の項又は３の項に該当する者で、

第１項及び前項の規定により算出した合計額の１００分の１０に相当する額の合算額

に法第１９条第１項に規定する介護給付費等の支給並びに相模原市障害者等移動支援

事業実施要綱(平成１８年１０月１日施行)及び相模原市障害児通学支援事業実施要綱

(令和７年４月１日施行)の規定による給付に係る利用者負担額を加算した額が負担上

限月額を超えるときは、利用者又はその扶養義務者等が指定日中短期入所事業者に支

払う額の合算額は、相模原市自立支援給付及び地域生活支援事業の利用に係る負担上

限月額の管理等に関する要綱(平成１８年１０月１日施行)の規定により算出した額と

する。 

(指定日中短期入所事業所の人員に関する基準） 

第１３条 指定日中短期入所事業所には、次の各号のいずれかに掲げる利用者の数の区

分に応じ、それぞれ各号に定める数の生活支援員又はこれに準ずる従業者を置かなけ

ればならない。 

（１）当該日の利用者の数が６名以下 １以上 

（２）当該日の利用者の数が７名以上 １に当該日の利用者の数が６を超えて６又はそ

の端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

(指定日中短期入所事業所の設備に関する基準） 

第１４条 指定日中短期入所事業所における設備の基準は、次のとおりとする。 

（１）居室 

イ 地階に設けてはならないこと 

ロ 利用者一人当たりの床面積は、収納設備等を除き３平方メートル以上とするこ

と 

（２）洗面所 利用者の特性に応じたものであること 

（３）便所 利用者の特性に応じたものであること 

(指定日中短期入所事業所の申請等) 



第１５条 第２条第３項に規定する指定日中短期入所事業者の指定を受けようとする者

は、日中短期入所事業所指定申請書(第１号様式。以下「指定申請書」という。)に次

に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。ただし、法第５条第８項に

規定する短期入所を行う指定障害福祉サービス事業者として指定を受けている者又は

同時に申請する者については、第３号から第６号までに掲げる書類の添付を省略する

ことができる。 

（１）事業所の名称、所在その他の移動支援事者の指定に当たって必要な事項を記載し

た書類 

（２）運営規程 

（３）事業所・施設の平面図 

（４）居室面積等一覧表 

（５）従事者の勤務体制及び勤務形態一覧表 

（６）指定障害福祉サービス事業者として登録されたものであることを証明する書類の

写し 

（７）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項に規定する申請があった場合において、指定をするときは指定書によ

り、指定の決定をしないときはその旨を申請者に通知するものとする。 

(変更等の届出) 

第１６条 指定日中短期入所事業者は、前条第１項の規定により市長に提出した指定申

請書及び添付書類の記載事項について変更があったときは、変更届出書(第２号様式)

を、当該日中短期入所の事業を廃止し、休止し、又は再開したときは、廃止・休止・

再開届出書(第３号様式)を、速やかに市長に提出しなければならない。 

(指定の取消等) 

第１７条 市長は、指定日中短期入所事業所が次の各号のいずれかに該当するときは、

当該指定日中短期入所事業者に係る指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全

部若しくは一部の効力を停止することができる。 

（１）法その他国民の保健医療又は福祉に関する法律等の規定に違反したとき。 

（２）日中短期入所事業に係る給付費の請求に関し不正をしたとき。 

（３）第２３条の規定により報告又は帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命ぜ

られてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

（４）第１３条又は第１４条の基準を満たさなくなったとき。 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が指定日中短期入所事業者又は指定日中短期入



所事業所について日中短期入所事業を行うに当たり適当ではないと認めたとき。 

(請求等) 

第１８条 指定日中短期入所事業者は、かながわ自立支援給付等支払システムにより請

求することができる。 

２ 指定日中短期入所事業者は、前項の規定による請求を行うときは、利用者から給付

の受領権限に係る委任状の提出を受けていなければならない。 

(費用の返還) 

第１９条 市長は、虚偽その他の不正な手段により第６条に規定する給付を受けた者が

あるときは、その者から日中短期入所事業の給付費に相当する金額の全部又は一部を

返還させることができる。 

(実績の報告) 

第２０条 指定日中短期入所事業者は、日中短期入所事業に係る報告をサービス提供実

績報告書(第４号様式)により、日中短期入所事業を行った日の属する月の翌月１５日

（当該日が閉庁日の場合は、その直前の開庁日とする。）までに市長に報告しなければ

ならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、第１８条の規定により請求を行う場合においては、日中

短期入所事業に係る報告内容をかながわ自立支援給付費等支払システムに入力するこ

とで市長への報告に代えることができる。 

(遵守事項) 

第２１条 指定日中短期入所事業者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）日中短期入所事業のサービス提供に関する事項について、障害者等又はその扶養

義務者等に対して、第１１条に規定する契約を締結する前に説明を行うこと 

（２）本市又は一般相談支援事業所若しくは特定相談支援事業を行う者が行う連絡調整

にできる限り協力すること 

（３）利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サ

ービスの利用状況等の把握に努めること 

（４）本市、他の障害福祉サービス事業者その他の保健医療サービス又は福祉サービス

を提供する者との密接な連携に努めること 

（５）日中短期入所事業の契約の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な

援助を行うとともに、保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な

連携に努めること 

（６）障害者等に対して適切なサービスを提供できるよう、指定日中短期入所事業所ご



との勤務体制を定めること 

（７）従業者の資質の向上のために、研修の機会を確保すること 

（８）指定日中短期入所事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要

な措置を講じること 

（９）日中短期入所事業を実施している際に事故等が発生したときは、市長及び障害者

等の家族に遅滞なく報告し、及び連絡するとともに、必要な措置を講じること 

（１０）業務上知り得た障害者等に係る個人情報の保護に十分留意すること 

（１１）利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するための必要な措置を

講じること 

（１２）第２３条に規定する市長が行う報告、帳簿書類等の提出又は提示の求め、当該

職員からの質問又は指定日中短期入所事業所について設備、帳簿書類その他の物件

の検査に応じるとともに、市長から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助

言に従って必要な改善を行うこと 

（１３）市長から求めがあった場合には、前号の改善の内容を市長に報告すること 

（１４）虐待の発生又はその再発を防止するため、必要な措置を講じること 

(記録の保存) 

第２２条 指定日中短期入所事業者は、指定日中短期入所事業所ごとに日中短期入所事

業の実施に係る記録等書類を整備し、当該日中短期入所事業を行った日の属する月の

翌月から起算して５年間保存しなければならない。 

(報告等) 

第２３条 市長は、日中短期入所事業の実施に関して必要があると認めるときは、指定

日中短期入所事業者若しくは指定日中短期入所事業者であった者若しくは指定日中短

期入所事業所の従業者であった者(以下「指定日中短期入所事業者であった者等」とい

う。)に対し、報告若しくは帳簿書類その他の記録及びサービスの提供に係る書類の提

供若しくは提示を求め、指定日中短期入所事業者であった者等に対し出頭を求め、又

は当該職員に、関係者に対して質問させ、若しくは指定日中短期入所事業所について

設備、帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 前項の規定により質問又は検査を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、か

つ、関係者からの請求があるときは、これを提示しなければならない。 

(公示) 

第２４条 市長は、次に掲げるときは、その旨を公示しなければならない。 

（１）第１５条第２項の規定による指定をしたとき。 



（２）第１６条の規定による届出があったとき。 

（３）第１７条の規定により指定を取り消したとき。 

(準用) 

第２５条 第２条第４項の規定により委託により日中短期入所事業を実施する社会福祉

法人等については、委託契約書によるもののほか、第１２条及び第１５条から第２０

条までの規定を準用する。 

(委任) 

第２６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２１年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 



附 則 

この要綱は、平成３０年１２月２１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

別表第１(第６条関係) 

対象者 区分 単位 

障害者 障害支援

区分 区分６ 

４時間まで ２４８単位 

４時間を超えて８時間まで ４９６単位 

８時間を超える場合 ７４３単位 

区分５ 

４時間まで ２１１単位 

４時間を超えて８時間まで ４２１単位 

８時間を超える場合 ６３１単位 

区分４ 

４時間まで １７４単位 

４時間を超えて８時間まで ３４８単位 

８時間を超える場合 ５２１単位 

区分３ ４時間まで １５７単位 



４時間を超えて８時間まで ３１３単位 

８時間を超える場合 ４７０単位 

区分２ 

区分１ 

非該当 

４時間まで １３８単位 

４時間を超えて８時間まで ２７４単位 

８時間を超える場合 ４１０単位 

食事提供加算 １日につき ５２単位 

送迎加算 １回（片道）につき ５８単位 

障害児 短期入所

の単価区

分 

区分３ 

４時間まで ２１１単位 

４時間を超えて８時間まで ４２１単位 

８時間を超える場合 ６３１単位 

区分２ 

４時間まで １６５単位 

４時間を超えて８時間まで ３３１単位 

８時間を超える場合 ４９６単位 

区分１ 

非該当 

４時間まで １３８単位 

４時間を超えて８時間まで ２７４単位 

８時間を超える場合 ４１０単位 

食事提供加算 １日につき ５２単位 

送迎加算 １回（片道）につき ５８単位 

 

別表第２(第１２条関係) 

番号 区分 負担上限月額 

１ ２から５までに掲げる以外の者 
３７，２００

円 

２ 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律施行令(平成１８年政令第１０号。以下「政令」

という。)第１７条第１項第２号に該当する者(４に該当

する者を除く。) 

９，３００円 

３ 
政令第１７条第１項第３号に該当する者(４に該当する

者を除く。) 
４，６００円 



４ 

利用者及び利用者と同一の世帯に属する者(特定支給決

定障害者(政令第１７条第１項第４号に規定する特定支

給決定障害者をいう。)にあっては、その配偶者に限

る。)が、受給者証に記載された利用者負担上限月額の

適用期間の初日が属する年度(初日が４月１日から６月

３０日までの場合にあっては、前年度。以下同じ。)の

前年分の所得税が課せられないもの(５に該当する者を

除く。) 

０円 

５ 政令第１７条第１項第４号に該当する者 ０円 

備考 この表において、「所得税」とは、所得税法(昭和４０年法律第３３号)、租税特

別措置法(昭和３２年法律第２６号)及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶

予等に関する法律(昭和２２年法律第１７５号)の規定によって計算される所得税

をいう。ただし、所得税額の計算において、所得税法第８４条第１項及び第２項

に規定する扶養控除額を算定する際には、所得税法等の一部を改正する法律(平成

２２年法律第６号)第１条の規定による改正前の所得税法の規定により計算するも

のとし、次の規定は適用しないものとする。 

（１）所得税法第７８条第１項並びに第２項第１号、第２号(地方税法(昭和２５年法

律第２２６号)第３１４条の７第１項第２号に規定する寄付金に限る。)及び第３

号(地方税法第３１４条の７第１項第２号に規定する寄付金に限る。)、第９２条

第１項及び第９５条第１項から第３項まで 

（２）租税特別措置法第４１条第１項、第２項及び第３項、第４１条の２、第４１条

の３の２第４項、第４１条の１９の２第１項、第４１条の１９の３第１項及び第

２項、第４１条の１９の４第１項及び第２項並びに第４１条の１９の５第１ 

（３）租税特別措置法等の一部を改正する法律(平成１０年法律第２３号)附則第１２

条 


